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第 2四半期及び通期業績予想の修正に関するお知らせ 

 

当社は、平成 26年 5月 14日に公表した平成 27年 3月期第 2四半期（平成 26年 4月 1日～平成 26年 9月

30日）及び平成 27年 3月期（平成 26年 4月 1日～平成 27年 3月 31日）の連結業績予想を以下のとおり修

正することとしましたので、お知らせいたします。 

 

１． 平成 27年 3月期第 2四半期累計期間の連結業績予想数値の修正（平成 26年 4月 1日～平成 26年 9月 30

日） 

(注)平成 26年 3月期第 3四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、平成 26年 3月期第 2四

半期の連結実績については、記載しておりません。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 242 △148 △144 △142 △27.62 

今回修正予想（Ｂ） 242 △164 △163 △161 △30.66 

増  減  額（Ｂ－Ａ） ― △16 △19 △19  

増  減  率（  ％  ） ― ― ― ―  

(参考 )前期連結実績 

(平成 26年 3月期第２四半期) 
― ― ― ― ― 

 

２．平成 27年 3月期通期の連結業績予想数値の修正（平成 26年 4月 1日～平成 27年 3月 31日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
１株当たり 

当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 780 21 30 29 5.70 

今回修正予想（Ｂ） 780 △30 41 31 5.90 

増  減  額（Ｂ－Ａ） ― △51 11 2  

増  減  率（  ％  ） ― ― 36.7 6.9  

（参考）前期連結実績 

（平成 26 年 3 月期） 
610 △12 5 1 0.38 

 



 
 

 
 

３．修正の理由 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）「平成 25 年度イノベーション実用化ベン

チャー支援事業」（以下「本事業」といいます。）に採択されたことに伴い、肝疾患診断キット開発のため、

研究開発費が 43百万円増加します。一方、補助金収入として 66百万円を営業外収益として見込んでおりま

す。本事業で購入した設備につきましては、圧縮記帳を行う見込みであり、これにより法人税等調整額が 9

百万円増加します。 

また、うつ病マーカーの診断キット普及のため、登録衛生検査所設立に向けた整備費用 6百万円、品質

保証体制整備の費用 4百万円がそれぞれ増加する見通しとなりました。 

以上をまとめますと、次のとおりとなります。 
 

○営業損益 

修正内容 金額（百万円） 

当初予想営業利益-① 21 

研究開発費増加 △43 

衛生検査所設立に伴う整備費用の増加 △3 

品質保証体制整備の費用の増加 △4 

修正内容による影響額計-② △51 

修正後営業損失（△）（①+②） △30 
 

○経常利益 

修正内容 金額（百万円） 

当初予想経常利益-③ 30 

修正内容による影響額（②） △51 

補助金収入の増加 66 

衛生検査所設立に伴う補助金返還損の増加※ △3 

修正内容による影響額計-④ 11 

修正後経常利益（③+④） 41 

※過年度に補助金で購入した設備・装置等を他の事業に転用する場合に、助成元の規定に従い補助金を

返還することに伴う費用です。 
 

○当期純利益 

修正内容 金額（百万円） 

当初予想当期純利益-⑤ 29 

修正内容による影響額（④） 11 

圧縮記帳による法人税等調整額の増加 △9 

修正内容による影響額-⑥ 2 

修正後当期純利益（⑤+⑥） 31 
 

（補足：補助金と研究開発費の業績への影響について） 

補助金を活用することにより、積極的な設備投資が可能になり、研究開発を加速させることができます

が、採択年度に一時的に研究開発費が増加します。一方、研究開発に係る費用は販売及び一般管理費に、補

助金収入は営業外収益の区分で計上されるため、一般的には営業利益は減少し、経常利益は増加することと

なります。また、補助金が確定する時期によっては、費用と収益を計上する期が異なることもあります。 
 

(注)上記の予想は、本資料発表日において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績等は、今

後の様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 

以 上 


